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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の発生から1年が経ち、今も
なお多くの国が経済活動を制限するなか、消費者の行動は何年も前から
ゆっくり進んでいた変化を加速させるものとなっている。「世界の消費者意
識調査2021年3月」では、世界の消費者を分ける4つの境界線が明らかに
なった。企業にとっては、それぞれの消費者グループの特徴を理解し、そ
の行動を予測することが、未来への備えにつながるだろう。

ここで言う4つの境界線の定義は、以下のとおりである。

•  テレワーク中心の消費者と通勤中心の消費者

• 若い消費者と中高年の消費者

• 安全・衛生に対する意識が高い消費者とそうでない消費者

• アジア太平洋地域の消費者とそれ以外の地域の消費者

はじめに

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/consumers-today.html
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モバイルショッピングにより実店舗のニーズが減少
質問：過去1年間において、以下の購買チャネルで商品（衣服、書籍、電
子機器など）を購入した頻度を教えてください。（「毎日」および「週1回」
と回答した人の合計。食料品の購入を除く）

n 2020年  n 2021年
注：2020年は都市部のトレンド調査に重点を置いた。
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

これらの境界線について解説する前に、まずは調
査で明らかになった全体的なトレンドを見ていこう。
COVID-19の影響にもかかわらず、毎日または週1回の
頻度で買物に出かけている消費者は依然として存在す
る。ただし、モバイルショッピングが着実に増加してい
るのに対し、実店舗を含む他の購買チャネルの利用は
減少傾向にある。
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オンラインショッピングで消費者が重視すること 
質問：現在の状況でオンラインショッピングをする時、以下のどの項目を重視しま
すか？（上位3つの回答を抽出）

回答者数：全回答者（8,738人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

また、大半の商品カテゴリーにおいて、「オンライン派」が「実店舗派」を大幅に上回った。
これは世界的に見られる傾向で、調査時にCOVID-19関連の規制が解除されていた地域
においても同様である。

オンラインで買物をする時に重視する項目としては、「配送のスピード・信頼性」を挙げ
た消費者が多かった。

n オンライン派  n 実店舗派 

オンライン派：「主にオンライン」または「オンラインのみ」で買物をすると回答した人の割合
実店舗派：「主に実店舗」または「実店舗のみ」で買物をすると回答した人の割合
回答者数：全回答者（8,738人）出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月
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スポーツ・フィットネス

30%

23%

家電商品

実店舗とオンラインの利用割合の比較
質問：以下の商品カテゴリーについて、過去6カ月間にオンラインでの買物または実店舗での買物に変化はありましたか？

53%

22%

ファッション

42%
配送のスピード・ 
信頼性

36%
ウェブサイトを迅速
かつ便利に見て回れ
ること

38%
欲しい商品の在庫が
ある



オンライン市場では、SNSを利用して消費者とのエンゲージメントを強化す
る動きも広がっている。世界の消費者の大半が4大デジタルプラットフォーム
を使用し、そのうちの3分の1以上が積極的に広告をクリックしていることから、
ブランドや小売業者にとっては、デジタルマーケティングが大きな活路になる
可能性が高い。

PwCの見解：ブランドや小売業者は、消費者がどこにいても
実店舗、アプリ、ウェブサイトなどあらゆる購買チャネルを利
用し、SNSの広告もクリックしている現代において、消費者
がどこにいても個人レベルでつながる必要がある。

エンゲージメントの強化に利用されているSNS
質問：以下のどのデジタルプラットフォームを使用していますか？
また、以下のどのデジタルプラットフォームの広告をクリックしていますか？
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n プラットフォームを使用していると回答した人  n 関心があれば広告をクリックすると回答した人
回答者数：全回答者（8,738人）、YouTubeの使用者（6,346人）、Googleの使用者（5,836人）、Facebookの使用者（5,767人）、Instagramの使用者（4,905人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

YouTube Google Facebook Instagram

73% 67% 66% 56%

36% 39% 41% 42%
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特に食料品のうち、健康に良い、地産地消、サステナブルなパッケージなど
の要件を満たすものについては、オンライン・オフラインを問わず、高い値段を払っ
てもいいと考える消費者が多かった。

消費者が高い値段を払ってもいいと考える食料品トップ3

PwCの見解：消費者が健康に良い食品やフードバリューチェーン全
体の透明性を求めていることを考慮すると、消費財（CPG）メーカー
と小売業者には実にさまざまな選択肢がある。例えば、地産地消
の食品を消費者が妥当と感じる値段で販売したり、あるいは生体認
証などを利用し、消費者の栄養状態に応じて食品をパーソナライズ
したりすることができる。

回答者数：上記カテゴリーの商品を購入している回答者（7,903人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

55%
健康に良い

50%
地産地消

46%
サステナブルな
パッケージ
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Zoom効果：テレワーク中心の消費者のほうが通勤中心の消費者よりも
環境に優しく、デジタル化されたライフスタイルを好む

COVID-19により誕生したテレワーク。このような働き方を選んだ人の多
くは、今回のパンデミックが収束した後も在宅勤務を続けるだろう。とは
言え、この大きな変化は、仕事の未来を形作るだけでなく、テレワーク中
心の消費者と通勤中心の消費者の行動が大きく異なることから、消費者市
場の未来にも影響を与える可能性があると私たちは考えている。

米国の外部の調査結果によると、今回のパンデミック期間中にテレワー
クに切り替えた人は、通勤を要する人よりも所得や教育水準が高い傾向に
あった。世界のデータを見ても、通勤を要する人は賃金が低い。このよう
な人口統計上の差は、今回の調査において定義した「テレワーク中心の
消費者」の行動とも相関関係があると考えられる。実際のところ、購買の
動機がどうであれ、テレワーク中心の消費者と通勤中心の消費者とでは、
買物の傾向に大きな違いがある。

境界線1

4つの境界線

世界の消費者にはさまざまな共通点があるが、もちろん違いもある。そ
こでPwCでは、消費者の特徴や行動に長期にわたって影響すると思われ
る4つの境界線を定義した。

https://www.pewresearch.org/social-trends/2020/12/09/how-the-coronavirus-outbreak-has-and-hasnt-changed-the-way-americans-work/
https://blogs.imf.org/2020/07/07/teleworking-is-not-working-for-the-poor-the-young-and-the-women/
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テレワーク中心の消費者は全商品カテゴリーで支出が増加すると回答
質問：以下の商品カテゴリーについて、今後6カ月間の支出予定を可能な限り予想してください。

テレワーク中心の消費者のうち、過去6カ月間に実店舗で買物をし
た頻度がこれまでと同程度または増加したと回答した人は少ない
質問：過去6カ月間における実店舗での買物の変化を教えてください。

旅行 芸術・文化・
スポーツ

食料品 食品の 
テイクアウト

レストラン／
バーでの食事

美容・ 
健康用品

回答者数：テレワーク中心の回答者／通勤中心の回答者（3,358人／2,625人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

回答者数：テレワーク中心の回答者／通勤中心の回答者（3,358人／2,625人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月
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例えば、「今後支出を増やす予定だ」と回答した人は、商品カテゴリーを問わず、
テレワーク中心の消費者のほうがはるかに多かった。

通勤中心の消費者と比べた場合、テレワーク中心の消費者は実
店舗で買物をする割合がはるかに少ない。

食料品ファッション 家電商品美容・ 
健康用品 

DIY・ 
リフォーム用品

  テレワーク中心
  通勤中心

70%

61%

54%

58%

56%

51%
50%

49%

54%

45%



9  |  世界の消費者意識調査

働き方が異なる2つの消費者グループを分析する
中で特に注目すべきは、ほぼ全ての人に必要不可欠
な「食料品カテゴリー」における買い方の違いである。

テレワーク中心の消費者のほうがオンラインで食料品
を購入する割合が約10%高い
質問：以下の商品カテゴリーについて、過去6カ月間におけるオンラインでの買物
の変化を教えてください。

n  テレワーク中心
n  通勤中心
回答者数：テレワーク中心の回答者／通勤中心の回答者（3,358人／2,625人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

ファッション

82% 78%

67%

59%

58%

73%

65%

67%

55%
64%

食料品

美容・ 健康用品 家電商品
DIY・ 

リフォーム用品

PwCの見解：新しい働き方としてテレワークが定
着すれば、小売業者にも大きな影響があるだろう。
PwCでは、COVID-19関連の規制が完全に解除さ
れても、テレワーク中心の消費者が生活習慣を戻す
ことはなく、実店舗の利用が予想以上のスピードで
減少する可能性が高いと考えている。
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テレワーク中心の消費者と通勤中心の消費者の間にあるもう1つの大きな違い
は、サステナビリティに対する考え方である。買物が環境に与える影響を意識す
る傾向は、テレワーク中心の消費者のほうが強いため、このグループをターゲッ
トとする企業は、ESG（環境・社会・ガバナンス）関連の取り組みや報告にも
力を入れる必要があるだろう。

テレワーク中心の消費者は、家で仕事以外の活動をする傾向も強く、この事
実は、消費者関連企業にとって、製品やサービスをより効果的に販売するための
ヒントになるだろう。

テレワーク中心の消費者はESGを重視する傾向が強い
質問：サステナビリティに配慮した買物について、以下の記述にどの程度同意しますか？（「同意する」と回答した人の割合）

環境に優しい包装の商品／包装の少ない商品を意識的に購
入する

産地を明確に特定できる商品を選ぶ

環境保護に取り組んでいる企業から購入する

生分解性の高い商品／環境に優しい商品を購入する

62%

63%

64%

62%

51%

54%

50%

48%

n テレワーク中心  n 通勤中心
回答者数：テレワーク中心の回答者／通勤中心の回答者（3,358人／2,625人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

テレワーク中心の消費者と通勤中心の消費者の家での過ごし方の比較
質問：過去6カ月間において、以下の活動を外出先（職場、レストラン、ジムなど）ではなく家で行った割合を教えてください。

人との 
集まり

食事 娯楽 フィットネス

n テレワーク中心 
n 通勤中心
回答者数：活動を行った回答者（6,018～
8,318人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021
年3月

PwCの見解：COVID-19の感染拡大は、テレワーク中心の消費者を
対象とした新たな市場を生み出した。実店舗での買物が少ない代わ
りに、オンライン販売の食料品や原産地証明がある商品、環境に優
しい包装の商品にお金をかけるこのグループを取り込むには、既存の
商品を刷新しながら、新たな販売チャネルを開拓する必要がある。

55%

74%

67%

58%

48%

34%

60%

25%



ジェネレーションギャップ：現代の若者はオンラ
インで買物をすることが多く、上の世代より未来
の支出に関して楽観的

境界線2
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携帯電話・スマートフォンで毎日または週1回買物をする人の割合
質問：過去1年間において、以下の購買チャネルで商品（衣服、書籍、電子機器など）を購入した頻度を教えてください。
（「毎日」および「週1回」と回答した人の合計。食料品の購入を除く）

回答者数：Z世代（1,269人）、ミレニアル
世代（3,629人）、X世代（2,753人）、ベビー
ブーム世代（1,007人）、第二次世界大戦
世代（53人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021
年3月

ミレニアル世代43%
Z世代
35%

X世代 

28%
ベビーブーム世代 

11%
第二次世界大戦世代 

6%

全体的に見ても、COVID-19は若者世代の購買意欲に影響を与えてい
ない。PwCの調査によると、生活必需品以外の多くの商品カテゴリー（旅行、
ファッション、外食など）においても、若者世代は今後6カ月間の支出が
増えると予想している。

回答者数：Z世代（1,269人）、ミレニアル世代（3,629人）、X世代（2,753人）、ベビーブーム世代（1,007人）、第
二次世界大戦世代（53人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

今後6カ月間の支出が増えると予想する消費者の割合
質問：以下の商品カテゴリーについて、今後6カ月間の支出予定を可能な限り予想してください。

冒頭で紹介したように、若者世代を中心に世界中でモバイルショッピングが普
及しつつある。PwCの調査によると、Z世代やミレニアル世代は上の世代と比べ
て、毎日または週1回の頻度でモバイルショッピングをする割合が高く、この傾向
は今後も続くと予想される。

n � �食品のテイクアウト 
X世代 29% 
ベビーブーム世代 23% 
第二次世界大戦世代 28%

n � �ファッション 
X世代 20% 
ベビーブーム世代 9% 
第二次世界大戦世代 4%

n � �ホームエンターテイメント 
X世代 25% 
ベビーブーム世代 13% 
第二次世界大戦世代 19%

n � �レストラン／バーでの食事 
X世代 15% 
ベビーブーム世代 13% 
第二次世界大戦世代 11%

n � �美容・健康用品 
X世代 20% 
ベビーブーム世代 10% 
第二次世界大戦世代 0%

n � �旅行 
X世代 15% 
ベビーブーム世代 13% 
第二次世界大戦世代 14%

n � �芸術・文化・スポーツ 
X世代 12% 
ベビーブーム世代 8% 
第二次世界大戦世代 6%

Z世代

ミレニアル世代

36%

37%

33%

35%
23%

30%

24%

21%

36%

35%

28%

32%

26%

24%
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とは言え、若者世代は決して浪費家ではなく、む
しろ上の世代よりも価格にこだわっているという調査
結果も出ている。ただし、今回の調査では一般に収
入がピークに達するX世代を「上の世代」に含めて
いるため、価格を重視する人の割合が少なくなって
いる。消費者の年齢が高くなるにつれ、価格の重要
性は低くなる。退職して収入の減ったベビーブーム
世代と第二次世界大戦世代を含めたとしても、一般
に50～60代の人は若者より裕福であると言えよう。

買物で重視する項目についても、世代によって差
がある。PwCの調査では、消費者の年齢が高くなる
につれ、「価格や品質」よりも「利便性、健康、安
全性」を重視する傾向が見られた。同様のジェネレー
ションギャップは食料品の購買行動にも現れており、
中高年のほうが、サステナブルな商品やエシカルな
商品を購入する傾向が強い。実際に、値段が高くて
もエシカルまたはサステナブルな食料品を購入する
と回答した人は、Z世代が33%であったのに対し、
ベビーブーム世代は38%、第二次世界大戦世代に
至っては44%となっている。もちろん、若者世代が
サステナビリティを意識していないわけではない。中
高年のほうがサステナブルな商品にお金をかける余
裕があるというだけである。

ミレニアル世代に見られる特徴的な購買行動
質問：過去6カ月間のオンラインおよび実店舗における普段の買物について、以下の記述にどの程度同意しますか？

回答者数：Z世代（1,269人）、ミレニアル世代（3,629人）、X世代（2,753人）、ベビーブーム世代（1,007人）、第二次世界大戦世代（53人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

50%

60%

48%

38%

25%

44%

55%

47%

37% 38%

Z世代 ミレニアル世代 X世代 ベビーブーム世代 第二次世界大戦世代

自分のニーズ
を満たすため、
以前より多くの
小売店で買物
をするように
なった

買物の回数が
減り、1回の買
物で多くの量
を買うように
なった



ミレニアル世代の特徴として、上の世代ほどブ
ランドに執着せず、買物にこだわりがない。また、
買物の回数も少なく、まとめ買いをする傾向がある。

PwCの見解：今の若者世代が年を取り、所得が
増えると、上の世代と同様にESGに配慮した商
品やサービスにお金をかけるようになるというこ
とを、消費財メーカーや小売業は注意しておくべ
きである。

買物で重視する項目におけるジェネレーションギャップ
質問：食料品の購入について、過去6カ月間にオンラインで買物をする頻度がこれまでと同程度または増加した主な理由を教えてください。

利便性 安全・衛生面に対する懸念 価格 品質

29% 34% 40% 43% 22% 28% 30% 37% 36% 36% 35% 27% 35% 32% 25% 16%

n Z世代  n ミレニアル世代  n X世代  n ベビーブーム世代  

回答者数：Z世代（689人）、ミレニアル世代（2,349人）、X世代（1,565人）、ベビーブーム世代（468人）
注：第二次世界大戦世代の回答者は、調査条件を満たさないため除外した。
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月
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慎重な消費者グループ：COVID-19の感染拡大
により、安全・衛生面に対する意識が高まったこ
とから、一部の消費者の購買行動が変化

境界線3
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慎重な消費者グループは商品カテゴリーを問わず、実店舗の利用を減らした人の
割合が高い
質問：過去6カ月間における実店舗での買物の変化を教えてください。（回答：実店舗での買物が減った。）

回答者数：全回答者（8,738人）、慎重な消費者グループ（2,042人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

食料品ファッション 家電商品美容・ 
健康用品

DIY・ 
リフォーム用品

  慎重な消費者グループ
  回答者全体

電子機器

37%

31%

26%

29%

23%

32%

29%

27%

22%
23%

25%

18%

3つ目の境界線は、安全性を最優先する消費者と
そうでない消費者を分けるものである。「現在の状
況で実店舗を利用する時、以下のどの項目を重視し
ますか？」という質問に対し、回答者の23%が「安
全・衛生対策の強化」を1番目または2番目に挙
げている。また、これらの回答者は他の回答者より
「COVID-19陰性証明書」を重視する傾向があるた
め、PwCでは総称して「慎重な消費者グループ」と
名付けた。このグループは、全商品カテゴリーにお
いて実店舗の利用を減らしている。



この他、慎重な消費者グループは、他の回答者より今後も「外出自粛」する
つもりの人が多い。

また、安全面以外に健康に良い、地産地消、環境に優しいなどの要件を
満たしていれば、食料品に高い値段を払ってもいいと考えている点も非常に
興味深い。

慎重な消費者グループは今後6カ月間、「外出自粛」するつもりの人の割合が高い
質問：今後6カ月間において、以下の活動を行う可能性はどのくらいありますか？

n 回答者全体  n 慎重な消費者グループ  

注：「非常に低い」および「低い」と回答した人の合計
回答者数：全回答者（8,738人）、慎重な消費者グループ（2,042人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

飛行機による国内旅行

スポーツ観戦／ 
大規模イベントへの参加

公共交通機関による旅行

飛行機による海外旅行 セルフサービス形式の 
宿泊施設の利用

49%

53% 33%

57% 46%54%

61% 39%

63% 50%

慎重な消費者グループはサステナブルで健康に良い食料品にお金をかける
質問：以下の商品カテゴリーのうち、高い値段を払ってもいいと思うものを教えてください。（食料品）

地産地消 健康に良い 環境に優しい／ 
サステナブルパッケージ

n 回答者全体  n 慎重な消費者グループ  

回答者数：全回答者（8,738人）、慎重な消費者グループ（2,042人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

45% 49% 42%

53% 56% 50%

PwCの見解：慎重な消費者グループの関心は安全・衛生面だけでなく、環境
や社会全般にも広がっており、この価値観はCOVID-19の収束後も変わらない
と予想される。
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東西の差：アジア太平洋地域の消費者は、サス
テナビリティに対する意識が高い一方、実店舗の
安全・衛生対策への関心は低い

過去の消費者調査でも見られた傾向であるが、
アジア太平洋地域の消費者は、全てのチャネル
において、欧米の消費者より買物をする頻度が多
かった（週1回以上）。

境界線4

18  |  世界の消費者意識調査



38%
実店舗

31%
モバイル

北米・中南米

45%
実店舗

40%
モバイル

アジア太平洋

37%
実店舗

26%
モバイル

西欧

41%
実店舗

32%
モバイル

アフリカ・中東

アジア太平洋地域の消費者は他の地域の消費者より買物の頻度が多い
質問：過去1年間において、以下の購買チャネルで商品（衣服、書籍、電子機器など）を購入した頻度を教え
てください。（「毎日」および「週1回」と回答した人の合計。食料品の購入を除く）

回答者数：アジア太平洋（3,386人）、アフリカ・中東（1,015人）、北米・中南米（1,716人）、西欧（2,080人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月
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さらに、ESGに対する意識調査では、アジア太平洋地域の消
費者がアフリカ・中東地域の消費者と同様に高い関心を示した
のに対し、今回調査した西欧の消費者は最も関心が低かった。
ESG分野において先進的なイメージがある欧米において、この
結果は意外に思えるかもしれないが、複数のデータを比較して
もその差は明らかである。実際に他社の調査を見ても、アジア
諸国が欧米より積極的にサステナビリティに取り組んでいること
がうかがえる。

一方、全商品カテゴリーを対象にオンラインで買物をする理
由を聞いたところ、安全・衛生面に対する懸念と答えた人の割
合は、アジア太平洋地域が最も低く、食料品、美容・健康用
品などどのカテゴリーにおいても同様であった。これは、欧米
に比べてCOVID-19の収束が早かったことに起因すると考えら
れる。

PwCの見解：COVID-19関連の規制が早期に解除されたこと
から、アジア太平洋諸国の消費者は他の地域に先駆けて変化し
ていると言える。感染が収束すれば、他の地域の消費者も安全・
衛生面にそれほど敏感でなくなり、代わりに環境やサステナビリ
ティに目を向けるだろう。また、アジア太平洋地域に関するこの
調査結果は、慎重な消費者グループがサステナビリティを重視
し始めているというPwCの見解を裏付けるものでもある。

アジア太平洋地域では、オンラインで買物をする頻度がこれまでと同程度または
増加した理由として、実店舗の安全・衛生面に対する懸念を挙げた人の割合が
低い 
質問：以下の商品カテゴリーについて、過去6カ月間にオンラインで買物をする頻度がこれまでと同程度または増加した主な理
由を教えてください。

食料品

ファッ
ション

美容・ 
健康用品

回答者数：食料品、ファッション、美容・健康用品のカテゴリーにおいて、オンラインで買物をする頻度がこれまでと同程度ま
たは増加したと回答した人：アジア太平洋（2,196人／2,693人／2,394人）、アフリカ・中東（579人／748人／671人）、北
米・中南米（979人／1,362人／1,159人）、西欧（1,054人／1,715人／1,328人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

アジア 
太平洋

24%
アフリカ・ 
中東

35%
北米・ 
中南米

36%
西欧

29%
アジア 
太平洋

18%
アフリカ・ 
中東

29%
北米・ 
中南米

30%
西欧

24%
アジア 
太平洋

22%
アフリカ・ 
中東

34%
北米・ 
中南米

34%
西欧

26%

アジア太平洋地域とアフリカ・中東地域の消費者はESGに対する関心が高い
サステナビリティに配慮した買物について、以下の記述にどの程度同意しますか？（「同意する」と回答した人の割合）

回答者数：アジア太平洋（3,386人）、アフリカ・中東（1,015人）、北米・中南米（1,716人）、西欧（2,080人）
出所：PwC、世界の消費者意識調査2021年3月

環境に優しい包装
の商品／包装の少
ない商品を意識的
に購入する

産地を明確に特定
できる商品を選ぶ

アジア太平洋 アフリカ・中東 北米・中南米 西欧

60%

61% 63% 50% 44%

61% 52% 48%
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消費者市場は以前から激変の時代に入っていたが、これにCOVID-19の
感染拡大が加わったことで変化が加速し、行動様式の異なる複数の消費
者グループが生まれた。今後の企業経営においては、ここで紹介したよう
なデータを活用し、新たなチャンスを模索する必要があるだろう。

実際にはどんな生活になるのだろうか。もし本当に、テレワーク中心の
消費者の支出が増えるのであれば、COVID-19に関連する商品やサービス
への家庭内消費が大幅に増えるかもしれない。消費財メーカーや小売業
者は、定期購入、eコマースの強化、まとめ買いなど、イノベーションや
変化に備える必要がある。他にも、デジタル機能の強化を含めた商品の
刷新、バリューチェーンのデジタル化による業務の効率化なども有効な手
段となるだろう。

言い換えれば、思い切った決断で行動をとるには絶好の機会と言える。

2021年に向けた思い切った戦略
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COVID-19の感染拡大により、日本においても、外出自粛要請や休校・
休業要請が発令され、消費者の生活は大きく変化した。これにより百貨店
やショッピングセンターなど大型商業施設でも買物頻度の減少や、ECの利
用拡大、計画購買の増加、買物時間の短縮など買物行動にも変化が生じ
た。しかし、本レポートの冒頭にもあったように、これらの変化は今回の
COVID-19の発生により突如生じた変化ではなく、これまでもゆっくり進ん
でいた変化が、加速したという点はグローバルと同様である。今回の『世
界の消費者意識調査2021年3月』は、COVID-19によって生じた変化に
焦点を当てているが、消費者の意識や購買行動の傾向や向かっている方向
にグローバルと大きな差異はない。しかし、変化度合いを比較してみると、
日本の消費者の特徴がいくつか現れており、最後にこれを紹介したい。

日本の示唆
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日本における特徴
■購買行動の変化の加速度合いが低い

「過去6カ月間で購買行動は変わりましたか」という設問で、グローバルに
おいては、「以前よりもディスカウントストアで買物をしている」と回答した人
が51%だったのに対し、日本では30%だった。その他の項目に対しても全て
同じくらいの差異が発生している。これは当レポートにもあったように、日本
が社会的隔離措置の規制が他の国よりも厳しくなく、早期に解除されたため、
行動や事業活動への影響が比較的少なかったからだと推測される。

■実店舗において「安全衛生対策の強化」の重要度が低い

「実店舗で重視すること」に対する設問においてグローバルでは「安全衛生
対策の強化」は2位（33%）だったが、日本においては5位（19%）だった。
日本の上位は、1位「商品を見たり、触ったりすること」、2位「店舗を迅速か
つ便利に見て回れること」、3位「品揃え」で、COVID-19発生前のニーズと変
わっていない。また、日本個別の「コロナ対策として小売業に求めること」と
いう設問においては「来店客・従業員のマスク着用」「アルコール除菌薬の設置」
「換気」は60%以上の人が求めたがそれ以外は半数以下だった。特に「店舗
の混雑状況の情報発信」や「従業員の健康状態の情報発信」に対するニーズ
は30%以下で、店舗からのCOVID-19関連の情報には関心が低いことが分かっ
た。

■「家生活」への馴染み度が高い

コロナ禍におけるライフスタルに関する設問において、日本では「食事」「飲酒」
「フィットネス」「エンターテイメント」の実施場所について「家が中心」と回
答した割合高かった。特に「食事」に関しては72%の人が「いつもまたはほ

とんど家」と回答しており、調査対象国中5番目の多さだった。また、「今後6
カ月活動予測」に関し、「旅行」「イベント参加」を行う可能性があると回答
した人の割合はグローバルより低く、外出には慎重。家・近場で過ごす生活
に馴染んできているのかもしれない。

■サステナビリティに対する意識が低い

サステナビリティへの関心・意識の高まりはCOVID-19発生前から世界的に
進行している大きなトレンドだ。PwCの『世界の消費者意識調査』では昨年
からこれを調査しているが、今回、前回とも日本は、サステナビリティに対す
る意識が調査対象国中で最も低い、という結果が出ている。当レポート内では
「アジア太平洋地域はESGに対する意識が高い」とあるが、日本と韓国はこ
れに当てはまらない。今回の調査において、「環境に配慮した製品を購入する」
などサステナブルな買物・消費に関する設問で、「同意する」と回答した人の
割合（全6項目平均）はグローバルが45%、日本を除くアジア太平洋地域の
国平均が57%だったのに対し、日本は29%（調査対象国中最下位）だった。
この差異の要因としては、政治的な規制・推進がまず背景にあり、それに伴
う企業のESGに対する投資の大きさや具体的な活動への取り組みスピードだ
と思われる。他国と比較すると後れをとっている日本であるが、サステナブル
に対する意識が高まって来ているという傾向はグローバル同様であり、今後の
さらなる加速が期待される。
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「世界の消費者意識調査2021」では、世界情勢
の変化に素早く対応しながら、世界の消費者の行
動を把握するため、新たな手法として2020年秋と
2021年春の2回に分けて調査を実施し、消費者トレ
ンドの変化を追うことにした。

2020年11月に実施した1回目の調査では、調査
票を16言語に翻訳したうえで、22の国と地域（オー
ストラリア、ブラジル、カナダ、中国、フランス、ド
イツ、香港、インドネシア、日本、マレーシア、中東、
メキシコ、オランダ、フィリピン、ロシア、シンガポール、
南アフリカ、韓国、スペイン、タイ、米国、ベトナム）
を対象に8,738人の消費者から回答が得られた。回
答者の条件は、18歳以上かつ前年に1回以上オンラ
インで買物をしている人としている。

なお、今回の調査は、世界各地で一次調査や客
観的根拠に基づくコンサルティングを行っているPwC 
Researchが担当した。

https://www.pwc.co.uk/pwcresearch
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